
※１　基礎点：　　 配点（　）は必須項目であり、1項目でも評価基準を満たさないと｢不合格｣とする。
※２　加算点：　　 基礎点以外の項目は評価基準に応じて、加点対象となる。
※３　集計方法：  技術等審査委員会の委員毎が評価した得点を平均（小数点第２位未満を切り捨て）して行う。
得点配分　技術点：価格点＝100：50

A実施体制等

B専門性等

１．業務実施方針等

（１）業務内容の妥当性、独創性
①

(4) A

②

具体的に示されている(5)

概ね具体的に示されている（4)

一部具体性に欠ける(2)

具体性に欠ける(0)

③

（２）実施方法の妥当性、独創性 ① (4) A

②

すべて効率的であり、かつ、実現可能性が見込まれる(10)

概ね効率的であり、かつ、実現可能性が見込まれる(5)

実現可能性が見込まれる(2)

実現可能性に欠ける(0)

③

すべて効果的であり、かつ、訴求力を高める工夫が示されている(10)

概ね効果的であり、かつ、訴求力を高める工夫が示されている(5)

一部効果的であり、かつ、訴求力を高める工夫が示されている(2)

効果的、かつ、訴求力を高める工夫が示されていない(0)

（３）作業計画の妥当性、効率性 ① (4) A

②

効率的な内容が示されている(10)

概ね効率的な内容が示されている（5)

一部効率性に欠ける(2)

効率性に欠ける(0)

２．組織の経験・能力

（１）類似業務の経験
①

(3) A

② 12 A

（１）類似業務の経験
①

(3) A

② 12 A

（２）組織としての実施能力
①

② (5) A

5 B

5 B

10 B

技術等評価表

件名：令和８年度社会総がかりで取り組むいじめ対策等に係る広報啓発事業

評価項目 評　　価　　基　　準
提案書項

番号

配点

()は必須項目
他は加点対象

【４段階評価】

【４段階評価】

仕様書に示した項目について、実施方法が全て提案されているか。

仕様書で示した各業務内容の実施方法等の提案内容について、業務に関する幅広い知見・ネットワークを
活用して効果的なものとなっているか。また、ターゲット層への訴求力を高める工夫がされているか。

仕様書に示した内容について、全て提案されており、かつ、事業目的及び仕様書に沿った効果的な提案が
なされているか。

仕様書に示した項目毎に、その内容が具体的に示されているか。

仕様書に示した内容以外に、独自の具体的な提案がされているか。

【具体的な提案１件につき１点、最大５点。なお、具体性がないもの又は的を射ていないものは０点と
する。】

仕様書で示した各業務内容の実施方法等の提案内容について、効率的かつ効果的で、実現可能性が見込
まれるものとなっているか。

【４段階評価】

当事業の目的達成のために、作業手順及び進捗状況の報告のタイミング等の日程が効率的であるか。

【４段階評価】

業務の全体作業スケジュールに無理がなく、当事業の目的達成の実現性はあるか。

10 B

10 B

過去に、①と同様の業務等を複数実施したことがあるか。【１件につき3点、最大12点】

円滑な事業遂行のための組織体制が組まれているか。

過去に、国が発注した国の政策や取組等に関するフォーラムを含む広報事業を実施したことがあるか。ただ
し、他社からの委託ではなく、直接受注したものに限る。

過去に、国が発注した国の政策や取組等に関するポスター制作を含む広報事業を実施したことがあるか。た
だし、他社からの委託ではなく、直接受注したものに限る。

過去に、①と同様の業務等を複数実施したことがあるか。【１件につき3点、最大12点】

A

業務が遂行可能な人員の確保がなされているか。また、業務体制図が示されているか。（再委託先を含む
（※））

※再委託先については、別途受託事業者から申請の上、認可することとなるため、体制図に示され
ていても、必ずしも認められるわけではありません。

(5)



A実施体制等

B専門性等

評価項目 評　　価　　基　　準
提案書項

番号

配点

()は必須項目
他は加点対象

３．ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

４．賃上げの実施を表明した企業等

3 A

(28) 60

72 40

100 100

【中小企業等】
事業年度（もしくは暦年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）に比べ一定の増加率以上とする旨、
従業員に表明していること。
※「従業員への賃金引上げ計画の表明書」を提出すること。

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定企業・プ
ラチナえるぼし認定企業）
　・　１段階目（※１）　２点
　・　２段階目（※１）　３点
　・　３段階目（※１）　４点
　・　プラチナえるぼし　５点
　・　行動計画（※２）　１点
（※１）労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。
（※２）女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用する労働者の数
が100人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）。

次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・トライくるみん認定企業・プラチナ
くるみん認定企業）
　・　くるみん（平成29年３月31日までの基準）　　　２点
　・　くるみん（平成29年４月１日から令和４年３月31日までの基準）　　　３点
　・　くるみん（令和４年４月１日以降の基準）　　　３点
　・　トライくるみん　　　３点
　・　プラチナくるみん　　　５点

青少年の雇用の促進等に関する法律(若者雇用促進法)に基づく認定（ユースエール認定企業）
　・　ユースエール認定　　　４点

（複数の認定等に該当する場合は、最も配点が高い区分により加点を行う。）
＊内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相当する各認定等に準
じて加点する。

5 A

合　　　計

基礎点　／　種別A

加点　／　種別B

合計


